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研究成果の概要（和文）：本研究では、知的財産に関する基礎的な知識とその利活用スキルを社会の発展に役立
つように駆使することができる知財裾野人材の育成に寄与するために、山口大学の全学必修知財科目の講義にお
いて聞こえてくる知財初学者の生の“声”（小レポートの記載内容）を調査・分析することで、より実社会を意
識したQ＆A形式の知財初学者でも理解しやすい新たな教材（講義スライド教材、書籍教材、ビデオ教材）を開発
した。

研究成果の概要（英文）：For contributing to upbringing of the talented person who can use the basic 
knowledge and skill about the intellectual property for social development, in this study, we 
developed the new teaching materials of the question and answer form (the lecture slide teaching 
materials, the book teaching materials, the video teaching materials) for abecedarian of the 
intellectual property, by an investigation analyzing raw "voice" (mention contents of the small 
report) of an abecedarian of the intellectual property in the subject of intellectual property 
becoming a compulsory subject in all departments of Yamaguchi University.

研究分野：知財教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
日本ではバブル崩壊後落ち込んだ国際競
争力の再建策の一つとして「知的財産立国」
に関する政策が打ち出され、以降大学におい
ても知的財産に関する専門知識やスキル、或
いは知的財産マインドを持った人材輩出が
求められるようになった。そのような中で高
度な知財専門人材に関してはいくつかの大
学において知的財産専門職大学院が設置さ
れ、弁理士等の知財専門人材の輩出に寄与し
ている。一方、経済社会を支える知的財産マ
インドを持った知財裾野人材（例えば、社会
における知的財産の価値を認識した上で活
動できる人材や初歩的な知財知識・問題解決
スキルを有している人材等）の輩出について
は、必ずしも十分な取り組みはなされていな
かった。つまり、学部や研究科単位で選択科
目として断片的に知的財産教育を提供して
いる大学はあったものの、必修科目のように
学部を問わず全ての学生が知的財産教育を
受ける機会を提供している大学はこれまで
になかったのが現状である。そのような中で
山口大学では 2013 年 4 月から入学する全学
生（約 2000 名／年）に対して知的財産教育
を必修化した（大学初）。 
 
２．研究の目的 
本研究は、山口大学の全学必修知財科目
（90 分×8 回、1 単位）の講義において聞こ
えてくる知財初学者の生の“声”を調査・分
析することで、より実社会を意識した Q＆A
形式の知財初学者でも理解しやすい新たな
教材を開発し、それを用いた実証講義と効果
検証を行いながら開発教材のさらなるブラ
ッシュアップと定着を図ることにより、最終
的には文系理系を問わず専門性や社会的必
要性に応じた知的財産に関する知識とその
利活用スキルを社会の発展に役立つように
駆使することができる知財裾野人材の育成
に寄与することを目的とする。 

 
３．研究の方法 
山口大学の全学必修知財科目の講義にお
いては毎回小レポートの形で受講生全員に
対して、事前に知っていたことやわからなか
ったこと、講義内容についての質問や知的財
産全般に関して知りたいことなどを記入・提
出してもらっている。つまり、これらのリソ
ースを分析・解析することで、知的財産初学
者が関心を持っていることや知りたいこと
など、知財初学者の生の“声”をリアルタイ
ムで抽出することができ、学習のつまずきが
どこにあるか、どんな内容に興味があるか、
理解が深いことはなにかなどが分かる。そし
て、これらの分析・解析結果を用いることで、
知的財産初学者に対してより学習効果が高
く且つ理解しやすい新規教材（Q＆A形式を主
に）を開発できる。具体的な研究の方法・流
れとしては、①既存の授業における受講生の
小レポート等の結果の分析・解析、②分析・

解析結果に基づいた新規教材（講義用）の開
発、③新規開発した教材を用いた初学者に対
する実証講義、④アンケート等を通じた効果
検証、⑤効果検証の結果を教材へフィードバ
ック、⑥開発した講義用教材を書籍教材化、
⑦開発した講義用教材をビデオ教材化。 
 
４．研究成果 
（1）初年度（平成 27 年度）は、既にこれま
でに実施した全学必修知財科目の講義にお
ける小レポート（研究代表者が担当した平成
25 年度 4 クラスと平成 26 年度 4 クラスの計
約 1460 名の受講生の毎講義の小レポート）
からクラス毎に抽出した知財初学者が抱い
ている素朴な疑問や学習のつまずきがある
箇所（以下、「質問事項等」という）を分析・
整理し、学習内容に沿って（第 1回知的財産
権の全体像、第 2回著作権の基礎知識、…第
5 回特許制度、第 6 回デザインの保護、第 7
回商標権の基礎知識など）分類・体系化を行
った。また平成 27 年度の前期に実施の授業
（1 クラス、約 230 名）の小レポートから新
たな質問事項等を抽出し追加した。そして、
これらの分類・体系化した質問事項等をもと
に、全クラスで共通して使用できる Q&A 形式
の新規教材（講義用スライド形式）を開発し
た（図 1）。抽出した質問事項等は約 300 問、
作成した回答スライド（Q&A 形式の教材）は
約 140 枚となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
そして開発した Q&A 形式の新規教材（講義
スライド形式）を用いて実証講義を行った。
具体的には、講義冒頭で特に質問や関心が多
かった事項を抜粋して回答を行い（5～10 分
程度）、時間内で説明しきれない事項につい
ては全てのスライドをホームページ上にア
ップし受講者がいつでもアクセス・閲覧でき
るようにした。さらに一部のクラスにおいて
これらのQ&A形式の新規教材を紙媒体でも配
布し実際の授業で活用した。 
 

図 1 受講者の“声”の分類・体系化と対応する回答
スライド（Q&A 形式の教材）の例 



（2）平成 28年度は、主に前年度に先取り実
施した開発した Q&A 形式の教材（講義スライ
ド形式）を用いた実証講義の検証を行った。
具体的には、平成 27 年度後期に Q&A 形式の
教材（講義スライド形式）を紙媒体で配布し
主要箇所を解説するなどした5クラス（約850
名）及び紙媒体での配布はせず web 配信だけ
した 1クラス（約 140 名）において授業内容
の理解度と教材の関係等についてアンケー
ト調査を行っており、そのアンケート結果の
分析等を行った。結果として、授業で使用す
る必須教材（講義スライド、宿題レポートな
ど）についてはいずれも受講者が授業内容を
理解するのに有効であったとの回答（いずれ
も 88％以上の受講生が「役に立った」と回答）
に対して、参考教材の位置づけにある本研究
で開発した Q&A 形式の教材（講義スライド形
式）についても授業内容の理解に概ね有効で
あったとの結果が得られた（70％の受講生が
Q&A は「役に立った」と回答）（図 2）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、Q&A 形式の教材を紙媒体で配布する
ことにより、Web 配信だけに比べ、Q&A を読
む比率をアップさせ、受講生の Q&A に対する
関心度を高めることが示された。さらに、紙
媒体で配布した 5 クラスにおいて、1 割の受
講生が最も関心が持てた教材としてQ&A形式
の教材を選択した。Q&A 形式の教材は、授業
においては参考教材の位置づけではあるも
のの受講者自らの質問（知りたいこと）に対
する回答であるのでより興味・関心を持って
見る・聞くことができ、また双方向の授業を
実感できることから、総じて授業内容の補填
ツールとして有効であることが示された。 
受講生の小レポートからも「他の人が質問
したことにも目を向けてさらに学ぶことが
できた」、「Q&A プリントなどでも説明してく
れていたのでとてもわかりやすかった」、「学
生と授業の関係の深さや近さを感じること
ができた。自分の質問に答えてもらえるのは
嬉しいとも感じた」等の声が聞こえ、受講生
自らの認識からも同様なことが示唆された。 
さらに、学生授業評価アンケートにおける
評価項目「学生の疑問や質問への対応は充分
でしたか？」においても、研究代表者が担当
した平成 27 年度後期の 3 クラスでは 5 段階
中 4.5 以上と高い評価（全評価項目中 1位）

が得られた（図 3）。これからも Q&A 形式の新
規教材の有効性が伺えた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そして、これらの Q&A 形式の新規教材（講
義スライド形式）の一部は、山口大学の全学
必修知財科目における必須教材の講義スラ
イドや教科書（「これからの知財入門～変革
の 時 代 の 普 遍 的 知 識 ～ 」（ ISBN ：
978-4-8222-3642-7、著者：国立大学法人山
口大学大学研究推進機構知的財産センター、
発行：日経ＢＰ社）にフィードバック・取り
込まれ、結果、知財教育の教授内容の深化と
普遍化、知財教育の普及への貢献が図られた
（知財裾野人材の育成に寄与）。 
 
（3）最終年度（平成 29 年度）は、前年度の
実証講義の検証結果を踏まえ、より高い学習
効果が得られるように、Q&A 形式の教材（ス
ライド形式）の改訂、書籍教材化及びビデオ
教材化を行った。最終的にQ&A形式の教材（ス
ライド形式）は、質問事項等 304 問（スライ
ド枚数 140 枚超）となった。 
書籍教材化については、全 304 問を収録し
た冊子「知財なんでも質問箱～Q&A からみる
知財入門～」（148 ページ、非出版）を作成し
た（図 4）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 授業内容の理解度と教材の関係等に関する
アンケート結果：Q&A形式の教材 

図 3 学生授業評価結果…平成 27年度前期：理学部、 
後期：工学部 1, 工学部 2, 工学部 3 

図 4 書籍教材化（304問、148ページ） 



ビデオ教材化については、一問一答形式の
Q&A形式の映像を113問について作成した（図
5）。なお、ビデオ教材については、予想以上
に撮影・編集等に時間がかかり書籍教材に収
録の全 304 問について未完遂であり、残りに
ついても以後継続して作成していく予定で
ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究において開発した教材（Q&A 形式の
スライド教材、書籍教材、ビデオ教材）は、
次年度以降の知財教育科目においても活用
予定であり、経済社会を支える知財裾野人材
の拡充への貢献のために、本助成終了後もさ
らなる精査と社会への還元（他大学への普及
等）を図っていく所存である。 
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図 5 ビデオ教材化（一門一答形式、113問作成） 


